
令  和  ３  年  度  

山武郡市広域行政組合  

補正予算（第１号）  

 

一  般  会  計     



（歳　入） （単位 ： 千円）

1. 分 担 金 及 び 負 担 金 3,741,788 △ 1,087 3,740,701

1. 負 担 金 3,741,788 △ 1,087 3,740,701

5. 繰 入 金 152,440 3,069 155,509

1. 基 金 繰 入 金 152,440 3,069 155,509

7. 諸 収 入 103,056 1,260 104,316

3. 雑 入 4,626 1,260 5,886

8. 組 合 債 326,100 500 326,600

1. 組 合 債 326,100 500 326,600

442,670 442,670

4,766,054 3,742 4,769,796

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

補正されなかった款に係る額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



(単位 ： 千円）

3. 民 生 費 281,070 △ 389 280,681

1. 社 会 福 祉 費 281,070 △ 389 280,681

5. 消 防 費 2,798,509 4,131 2,802,640

1. 消 防 費 2,798,509 4,131 2,802,640

1,686,475 1,686,475

4,766,054 3,742 4,769,796

（歳　出）

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

補正されなかった款に係る額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



第 ２ 表 継 続 費 補 正 

（変 更） （単位 ： 千円） 

款 項 事業名 
補 正 前 補 正 後 

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額 

５消防費 １消防費 
白里出張所庁舎移転新

築整備事業 

   

 

544,500 

 

令和 2年度 

 

162,943 

 

   

 

547,371 

 

 

令和 2年度 

 

162,943 

 

令和 3年度 

 

381,557 

 

令和 3年度 

 

384,428 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 ３ 表 債 務 負 担 行 為 補 正 

（追 加）                                              （単位 ： 千円） 

事          項 期    間 限  度  額 

障害者基幹相談支援センター業務委託 
自 令和４年度 

至 令和６年度 
９９，００６ 

 



第 ４ 表 地 方 債 補 正 

（変 更）                                                  （単位 ： 千円） 

起債の目的 
補 正 前 補 正 後 

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

消防庁舎新 

築整備事業 

326,100 普 通 貸 借 

又 は 

証 券 発 行 

年 5.0％以内 

（ただし、利率

見直し方式で借

り入れる政府資

金について、利

率の見直しを行

った後において

は、当該見直し

後の利率） 

政府資金について

は、その融資条件

により、銀行その

他の場合は、その

債権者との協定に

よる。ただし、組

合財政その他の都

合により繰上償還

し、又は償還年限

を短縮し、若しく

は低利債に借り換

えることができ

る。 

326,600 補正前に同じ。 補正前に同じ。 補正前に同じ。 

 



（歳　入） （単位 ： 千円）

1. 分 担 金 及 び 負 担 金 3,741,788 △1,087 3,740,701

5. 繰 入 金 152,440 3,069 155,509

7. 諸 収 入 103,056 1,260 104,316

8. 組 合 債 326,100 500 326,600

442,670 442,670

4,766,054 3,742 4,769,796

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款 計補正前の額 補　正　額

１.　総　　括

補正されなかった款に係わる額

   歳　          入　　        合　　         計



（歳　出） （単位 ： 千円）

3. 民 生 費 281,070 △389 280,681 △1,087 698

5. 消 防 費 2,798,509 4,131 2,802,640 500 3,631

1,686,475 1,686,475

4,766,054 3,742 4,769,796 500 △1,087 3,631 698

款 計補正前の額 補　正　額

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　  定　　  財　　  源

国 県 支 出 金
地 方 債

補正されなかった款に係わる額

   歳　　   出　　  合　　   計

負 担 金 そ の 他
一般財源



2.  歳　入

(款) 1.　分担金及び負担金 (項) 1.　負担金 （単位 ： 千円）

 2. 民 生 費 175,378 △1,087 174,291  3. 障害支援事 △1,087 ・障害支援事業費負担金 △1,087

負 担 金 業費負担金

3,741,788 △1,087 3,740,701

(款) 5.　繰入金 (項) 1.　基金繰入金

 1. 財 政 調 整 97,440 698 98,138  1. 財 政 調 整 698 ・財政調整基金繰入金 698

基 金 繰 入 金 基金繰入金

 3. 消 防 基 金 0 2,371 2,371  1. 消 防 基 金 2,371 ・消防基金繰入金 2,371

繰 入 金 繰 入 金

152,440 3,069 155,509

(款) 7.　諸収入 (項) 3.　雑入

 1. 雑 入 4,626 1,260 5,886  1. 雑 入 1,260 ・新型コロナウイルス感染症患者等の移送負担金 1,260

4,626 1,260 5,886

(款) 8.　組合債 (項) 1.　組合債

 1. 消 防 債 326,100 500 326,600  1. 消 防 債 500 ・緊急防災・減災事業債 500

326,100 500 326,600

説　　                  明補　正　額 計
節

金　　額区　　分
目 補正前の額

計

計

計

計



3.  歳　出

(款) 3.　民生費 (項) 1.　社会福祉費 （単位 ： 千円）

 1. 社 会 福 祉 125,300 0 125,300  1. 報 酬 201 ・会計年度任用職員報酬

総 務 費  2. 給 料 △3,211 ・職員給

 3. 職員手当等 △2,811 ・扶養手当 △42

・通勤手当 △633

・時間外勤務手当 △10

・期末手当 △706

・勤勉手当 △520

・住居手当 △637

・地域手当 △187

・夜間勤務手当 △76

 8. 旅 費 3 ・費用弁償

12. 委 託 料 5,818 ・職員派遣委託料

 4. 障 害 支 援 12,220 △389 11,831 △1,087 698  1. 報 酬 641 ・会計年度任用職員報酬

事 業 費  3. 職員手当等 57 ・期末手当

12. 委 託 料 △1,087 ・手話奉仕員養成研修委託

　料

281,070 △389 280,681 △1,087 698

(款) 5.　消防費 (項) 1.　消防費

 1. 常 備 消 防 費 2,300,908 1,260 2,302,168 1,260  3. 職員手当等 1,260 ・特殊勤務手当

 2. 消 防 施 設 費 497,601 2,871 500,472 500 2,371 12. 委 託 料 2,871 ・工事監理業務委託料

2,798,509 4,131 2,802,640 500 3,631

 5.　消防費

特　  定　  財　  源

一般財源 区　　分 金   額国県支出金
地　方　債

負担金 その他

目 補正前の額 補　正　額 計

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説　　   明



1　一般職

　⑴　総　括
（単位：千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 337   (46) 35,755 1,253,774 936,379 2,225,908 447,987 2,673,895 

補　正　前 339   (45) 34,913 1,256,985 937,873 2,229,771 447,987 2,677,758 

比　　　較 △2   (1) 842 △3,211 △1,494 △3,863 0 △3,863 

区　分 扶 養 手 当 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 特 殊 勤 務 手 当

補　正　後 51,876 36,981 71,908 16,232 299,246 212,327 21,936 

職員手当 補　正　前 51,918 37,614 71,918 16,232 299,895 212,847 20,676 

の 比　較 △42 △633 △10 0 △649 △520 1,260 

内　　訳 区　分 休日勤務手当 夜間勤務手当 児 童 手 当 住 居 手 当
管 理 職 員
特別勤務手当

退 職 手 当 地 域 手 当

補　正　後 86,676 16,682 36,080 24,212 455 8,944 52,824 

補　正　前 86,676 16,758 36,080 24,849 455 8,944 53,011 

比　較 0 △76 0 △637 0 0 △187 

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（）内は、短時間勤務職員について外書き

共　済　費 合　　　計 備　　　考区　分
職員数

（人）

給　　　　　　与　　　　　　費



　ア　会計年度任用職員以外の職員
（単位：千円）

給　　料 職員手当 計

補　正　後 336   (6) 1,251,632 933,528 2,185,160 446,506 2,631,666 

補　正　前 338   (6) 1,255,008 934,729 2,189,737 446,506 2,636,243 

比　　　較 △2   (0) △3,376 △1,201 △4,577 0 △4,577 

区　分 扶 養 手 当 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 特殊勤務手当

補　正　後 51,876 36,957 71,885 16,232 296,644 212,327 21,936 

職員手当 補　正　前 51,918 37,329 71,885 16,232 297,341 212,847 20,676 

の 比　較 △42 △372 0 0 △697 △520 1,260 

内　　訳 区　分 休日勤務手当 夜間勤務手当 児 童 手 当 住 居 手 当
管 理 職 員
特別勤務手当

退 職 手 当 地 域 手 当

補　正　後 86,630 16,665 36,080 24,212 455 8,891 52,738 

補　正　前 86,630 16,665 36,080 24,849 455 8,891 52,931 

比　較 0 0 0 △637 0 0 △193 

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて

　　　　記載

　　　２　（）内は、短時間勤務職員について外書き

区　分
職員数 給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考
（人）



　イ　会計年度任用職員
（単位：千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 1   (40) 35,755 2,142 2,851 40,748 1,481 42,229 

補　正　前 1   (39) 34,913 1,977 3,144 40,034 1,481 41,515 

比　　　較 0   (1) 842 165 △293 714 0 714 

区　分 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

期 末 手 当 休日勤務手当 夜間勤務手当 退 職 手 当 地 域 手 当

職員手当 補　正　後 24 23 2,602 46 17 53 86 

の 内 訳 補　正　前 285 33 2,554 46 93 53 80 

比　較 △261 △10 48 0 △76 0 6 

　　　２　（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の

　　　　一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

給　　　　　　与　　　　　　費
区　分

職員数
共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人）

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載



継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額  

の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書  
 

 
 
 
 
 

款 項 事業名 

全 体 計 画 

前 々 年 

度 末 ま 

で の 支 

出 済 額 

前 年 度 

末 ま で 

の 支 出 

見 込 額 

当 該 年 

度 支 出 

予 定 額 

当 該 年 

度 末 ま 

で の 支 

出 予 定 

額 

翌 年 度 

以 降 支 

出 予 定 

額 

 

 

継続費 

の総額 

に対す 

る進捗 

率 

 

  ％ 

年 

度 
年 割 額 

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 

一  般 

財  源 国県支出金 

地  方  債 
負 担 金 そ の 他 

 

5 

消防費 

 

 

1 

消防費 

白里出張 

所庁舎移 

転新築整 

備事業 

令

和 

2 

補正前 

の 額 
162,943 105,700 25,311 31,932   9,773  9,773  1.8 

補正後 

の 額 
162,943 105,700 25,311 31,932   9,773  9,773   1.8 

令

和 

3 

補正前 

の 額 
381,557 301,100 80,457     534,727 534,727  98.2 

補正後 

の 額 
384,428 301,600 80,457 2,371    537,598 537,598  98.2 

計 

補正前 

の 額 
544,500 406,800 105,768 31,932   9,773 534,727 534,727   100.0 

補正後 

の 額 
547,371 407,300 105,768 34,303   9,773 537,598 537,598  100.0 

（単位：千円）  



（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
国県支出金
地 方 債

負 担 金 そ の 他

補正前の額

補 正 額 99,006
自　令和4年度
至　令和6年度

99,006 99,006

補正後の額 99,006
自　令和4年度
至　令和6年度

99,006 99,006

（追加）
障害者基幹相談支援セ
ンター業務委託
（令和３年度）

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支
出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

当 該 年 度 以 降 の

支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一 般 財 源
限 度 額

前 年 度 末 ま で の

支 出 （ 見 込 ） 額
事　　　　項



（単位：千円）

前  々  年  度  末 前  年  度  末 当  該  年  度  末

当  該  年  度  中 当 該 年 度 中 元

現　　  在　　  高 現 在 高 見 込 額 起  債  見  込  額 金 償 還 見 込 額 現 在 高 見 込 額

補 正 前 の 額 2,844,166  2,575,570  416,600  334,677  2,657,493  

補 正 額 500  500  

補 正 後 の 額 2,844,166  2,575,570  417,100  334,677  2,657,993  

補 正 前 の 額 301,115  278,182  24,452  253,730  

補 正 額

補 正 後 の 額 301,115  278,182  24,452  253,730  

補 正 前 の 額 2,543,051  2,297,388  416,600  310,225  2,403,763  

補 正 額 500  500  

補 正 後 の 額 2,543,051  2,297,388  417,100  310,225  2,404,263  

補 正 前 の 額 2,844,166  2,575,570  416,600  334,677  2,657,493  

補 正 額 500  500  

補 正 後 の 額 2,844,166  2,575,570  417,100  334,677  2,657,993  

　⑴　衛　　　生

　⑵　消　　　防

合　　　  計

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当 該 年 度 中 増 減 見 込

１　普　 通　 債

区　　　　分
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